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研究要旨 

本研究は、経済産業省「健康経営銘柄」選定企業における HIV／エイズ対策の現
状の課題を把握し、それに基づき今後の対策の方向性を示すことを目的とした。
2024 年の選定企業 52 社を対象に Web サイト上の公開情報を分析した結果、HIV
／エイズ対策に関する取り組みが確認されたのは 9 社にとどまり、企業間で対策の
取組状況の差異（ばらつき）が大きいことが明らかになった。全従業員向けの知識
普及、相談窓口の設置、HIV 検査機会の提供、差別禁止の明文化などを通じて、企
業が HIV／エイズ対策を推進する必要性が示唆された。企業、医療機関、行政など
が連携した対策体制の構築も重要と考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

本研究班は「職場におけるエイズ問題に関する

ガイドライン」1)（以下、ガイドライン）を現状に即した

内容に改正すべき等の提言を行ってきた 2)。職域

における HIV 感染者が被る不利益や差別的な対

応等については社会問題化等によって既に知ら

れており、ガイドライン等でも具体的な対応が示さ

れている。他方、HIV 感染者の就労に際し、企業

がどのような健康管理・健康支援策を実施している

かについて公表されている情報は少ない。 

HIV／エイズに限らず、職域における感染症対

策は労働者の健康管理、ならびに生産性の維持

向上の観点からも重要である。近年、日本の企業

において、健康経営の取組が重要視されるように

なってきている。経済産業省が推進している「健康

経営銘柄」の認証においても、企業の健康経営度

調査 3)の評価項目として、感染症検査の実施や予

防接種の費用補助等の項目が設定されており、企

業 の 社 会 的 責 任 （ CSR: Corporate Social 

Responsibility）の一環として、職域での対策強化

が期待されている。 

しかしながら、企業が抱える労働者の健康課題

は多岐にわたり、また日本においては労働安全衛

生法により労働者に対し健康診断の実施が義務

づけられていることから、企業においては感染症

対策以外の健康施策を優先して実施せざるを得

ないのが実情である。感染症対策としては、2020

年以降、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

対策については多くの企業が取り組んだが、それ

以外の感染症に対する企業の取組やニーズ等の

実態についての知見は少ない。 

HIV／エイズ対策に積極的に取り組む企業の事

例を抽出し、そのノウハウやベストプラクティスを他

の企業に共有することで、職域における HIV／エ

イズ対策の現状の課題、今後の対策のあるべき方

向性についての示唆を得ることができると考えられ

た。そこで本調査では、健康経営を標榜する企業

が、HIV／エイズという重要なグローバルヘルスの



課題にどの程度関心を払い、具体的な対策を講じ

ているかを明らかにすることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

2024 年に「健康経営銘柄 2024」に選定された

企業（26 業種 52 社）を対象とした 4)。調査対象

企業が web サイト上で公表している健康経営方針、

サステナビリティレポート等に記載の労働安全衛

生施策やその実施状況のうち、自社の労働者を対

象に実施している HIV／エイズ対策の記載を抽出

した。 

その他、調査対象企業の web サイト全体を対象

に、「HIV」「エイズ」という用語でサイト内検索を行

い、関連した取組等を抽出した。 

 

（倫理面への配慮） 

本分担研究では生体試料や個人情報を用いて

いないことから、倫理面の問題はないと判断した。 

 

Ｃ．研究結果 

自社の労働者を対象に実施している HIV／エイ

ズ対策の抽出結果を表に示す。 

本研究の調査対象 52 社のうち、web サイト上で

公表している健康経営方針、サステナビリティレポ

ート等において自社労働者に対する HIV／エイズ

対策に関する取組についての記載があったのは 9

社（明治ホールディングス、ブラザー工業、セイコ

ーエプソン、大阪瓦斯、ソフトバンク、伊藤忠商事、

豊田通商、キヤノンマーケティングジャパン、第一

生 命 ホ ー ル デ ィ ン グ ス ） で あ っ た

7),28),30),33),37),43),45),46),51)。 

具体的な内容としては、アフリカで働く従業員・

家族向けの HIV やマラリアに対する予防、検査、

治療実施が 1 社（豊田通商）、海外赴任者向けの

教育・情報提供が 5 社（明治ホールディングス、ブ

ラザー工業、セイコーエプソン、伊藤忠商事、キヤ

ノンマーケティングジャパン）、一般従業員向けの

教育・情報提供（啓発イベント等）が 3 社（大阪瓦

斯、ソフトバンク、第一生命ホールディングス）であ

った。 

その他、社内規程・ガイドライン等において HIV

感染者への差別禁止を明示している企業（TOTO、

UACJ、野村ホールディングス、H.U.グループホー

ルディングス）21),23),50),55)、途上国における HIV／エ

イズ医療への寄付・支援活動を行っている企業

（中外製薬、第一三共、TOTO、テルモ、日本航空、

ANA ホ ー ル デ ィ ン グ ス ） な ど が あ っ た

16),18),21),32),35),36)。 

 

Ｄ．考察 

各企業における取組状況の差異 

本研究結果より、健康経営銘柄認証企業であっ

ても、HIV／エイズ対策への取り組みには大きなば

らつきがあることがわかった。啓発イベントや e ラー

ニング等で感染症全般について情報提供を実施

する企業、海外赴任者向けに特化して感染症対

策を行う企業、海外拠点で HIV／エイズ対策に取

り組む企業など、一部の企業は具体的な対策を実

施していることがわかったが、依然として多くの企

業は HIV／エイズに特化した対策までは講じてお

らず、感染症対策全般の中に含めているか、また

は全く触れていない状況であった。HIV／エイズに

関する正しい知識の普及啓発は、偏見や差別を

なくし、感染予防を促進するために不可欠である。

HIV／エイズに関しての更なる啓発、情報提供が

不可欠と考えられる。いくつかの企業の取組のよう

に、HIV に関する啓発セミナー・イベントの開催が

労働者の意識向上への貢献という点で有益と思わ

れる。 

 

事業内容・特性との関連性 

海外で（特に途上国において）事業を展開する



企業では、労働者や地域住民向けの HIV／エイ

ズ対策に取り組む事例が認められた。これは、グロ

ーバルな健康課題への意識の高さと、事業活動を

行う地域社会への貢献という CSR の視点によるも

のと思われる。また、一部の企業では、サプライヤ

ー行動規範や社内規程で HIV／エイズ感染者へ

の差別禁止を明記している。これは企業が人権尊

重の姿勢を示し、従業員が安心して働ける環境づ

くりを目指していることを示唆している。こうした企

業については、日本国内の HIV／エイズの現状に

ついて関心が向けば、国内の労働者への施策に

ついての理解も得られやすいと考えられる。企業

に対する HIV／エイズ対策の必要性について、行

政、医療関係者、産業保健職等が連携の上、引き

続き訴求することが重要と思われる。 

 

今後の展望〜HIV／エイズ対策を職域で推進す

るために必要な事項〜 

○企業の意識改革：健康経営を推進する上で、

HIV／エイズ対策は重要な要素であることを企

業が認識する必要がある。 

○具体的な対策の導入 

・全従業員向けの HIV／エイズに関する正しい知

識の普及啓発。 

・社内相談窓口の設置や、専門家によるカウンセリ

ングの提供。 

・HIV 検査の受検機会の提供や、感染が判明した

場合のサポート体制の整備。 

・HIV／エイズ感染者への差別禁止を明文化し、

人権尊重の企業文化を醸成。 

・企業の HIV／エイズ対策に関する情報を積極的

に開示（透明性を高め、ステークホルダーからの

信頼を得ることが重要） 

・企業、医療機関、NPO 団体、行政などが連携す

ることにより、HIV／エイズ対策を推進する体制

を構築。 

 

調査の限界 

今回調査できた事例は「健康経営銘柄 2024」

に選定された企業 52 社のみであり、また web サイ

トに公開された内容のみに絞った結果である。社

外に公表されていない取組等もあると思われる。

「健康経営銘柄 2024」に選定されていない企業に

おける良好事例等も本調査では把握することはで

きていない。より多くの企業を対象とし、健康経営

推進担当部署・担当者に対するヒアリング等、より

多角的な実態把握のための詳細な調査の実施が

望まれる。 

 

Ｅ．結論 

健康経営銘柄に選定された企業における HIV

／エイズ対策の実施状況を調査した。企業間の取

り組みに大きなばらつきがあることが明らかになっ

た。これより、企業における HIV／エイズ対策の重

要性に対する認識向上が必要であることが示唆さ

れた。今後、企業が健康経営の一環として HIV／

エイズ対策を推進するためには、企業の意識改革、

健康管理施策や規程の導入、情報開示の推進、

関係機関との連携等を通じて、企業が労働者の健

康維持と社会貢献の両立を目指すとともに、それ

が可能な職場風土の醸成と、社会的な要請への

対応が求められる。 
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表．経産省「健康経営銘柄」認証企業における HIV／エイズ対策の実施状況 
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1 鉱業 石油資源開発 特になし 従業員に対する感染症予防教育、イ

ンフルエンザに対する事業所での集

団予防接種や費用補助、健康診断時

の麻疹・風疹の抗体検査 

引用文献 5) 

2 食料品 ヤクルト本社 特になし  引用文献 6) 

3 食料品 明治ホールディングス 海外駐在員・出張者への感染症情報提

供（HIV 含む）、予防接種推奨、現地医

療機関情報提供 

 引用文献 7) 

4 食料品 サントリー食品インターナ

ショナル 

特になし  引用文献 8) 

5 食料品 味の素 特になし  引用文献 9) 

6 パルプ・紙 大王製紙 特になし  引用文献 10) 

7 化学 トクヤマ 特になし  引用文献 11) 

8 化学 花王 特になし  引用文献 12) 

9 化学 第一工業製薬 特になし  引用文献 13) 

10 化学 富士フイルムホールディン

グス 

特になし  引用文献 14) 

11 化学 ライオン 特になし  引用文献 15) 

12 医薬品 中外製薬 特になし ロシュ社を通じてアフリカ・マラウ

イ共和国のエイズ孤児支援に寄付 

引用文献 16) 

13 医薬品 小野薬品工業 特になし  引用文献 17) 

14 医薬品 第一三共 具体的な実施内容についての記載なし 国連ミレニアム開発目標（MDGs）の

目標６：HIV/エイズ、マラリア、そ

の他の疾病の蔓延防止に対し、移動

診療サービスの展開等、グローバル

社会貢献活動に取り組んでいる。 

引用文献 18) 

15 石油・石炭製品 出光興産 具体的な実施内容についての記載なし 世界三大感染症（結核、マラリア、

HIV/AIDS）などグローバルな健康課

題への対応 

引用文献 19) 

16 ゴム製品 ニッタ 特になし  引用文献 20) 

17 ガラス・土石製品 TOTO 特になし サプライヤー向け行動規範で、HIV/

エイズなどを理由とする差別禁止を

引用文献 21) 



謳う。TOTO 水環境基金の助成先の

NPO団体等が、アジア諸国に対する

支援の一環として、「孤児院支援

（HIV /エイズによって両親を失っ

た孤児の生活支援）」、「保護支援事業

（HIV 感染者保護施設運営、ハンセ

ン病患者保護施設運営など）」等を実

施している。 

18 鉄鋼 大同特殊鋼 特になし  引用文献 22) 

19 非鉄金属 UACJ 特になし サステナブル調達ガイドラインに、

HIV/エイズなどを理由とする差別

禁止の記載 

引用文献 23) 

20 金属製品 SUMCO 特になし  引用文献 24) 

21 機械 DMG森精機 特になし  引用文献 25) 

22 機械 アネスト岩田 特になし インフルエンザ予防接種補助 引用文献 26),27) 

23 電気機器 ブラザー工業 海外渡航者への健康教育（HIV 含む感

染症情報）、海外出向者への情報提供、

「海外健康管理のしおり」配布、イン

トラネットでの感染症流行情報掲載 

 引用文献 28) 

24 電気機器 正興電機製作所 特になし  引用文献 29) 

25 電気機器 セイコーエプソン 海外赴任者向け「グローバルヘルスサ

ポートデスク」設置、赴任前に海外担

当産業医が三大感染症（HIV・マラリ

ア・結核）に関する情報提供や教育 

 引用文献 30) 

26 電気機器 SCREENホールディングス 特になし  引用文献 31) 

27 精密機器 テルモ 特になし ガーナ共和国での輸血感染リスクを

低減するプロジェクトを通じて、安

全な輸血のための体制構築を進めて

いる。 

引用文献 32) 

28 ガス業 大阪瓦斯 一般向けの教育研修会で、HIV 等の感

染症啓発を実施 

 引用文献 33) 

29 陸運業 近鉄グループホールディン

グス 

特になし  引用文献 34) 

30 空運業 日本航空 特になし 書き損じハガキキャンペーンで集ま

ったハガキを寄付し、アフリカ・エ

イズ孤児の居住・衛生環境改善など

引用文献 35) 



に活用 

31 空運業 ANA ホールディングス 特になし ザンビア共和国でドローンによる血

液検体輸送プロジェクトを実施 

引用文献 36) 

32 情報・通信業 ソフトバンク ダイバーシティ啓発イベントでHIV啓

発セミナー開催、広報誌で HIV 等の感

染症対策の重要性について説明 

 引用文献 37) 

33 情報・通信業 DTS 特になし  引用文献 38) 

34 情報・通信業 KSK 特になし  引用文献 39) 

35 情報・通信業 SCSK 特になし  引用文献 40) 

36 情報・通信業 NSD 特になし  引用文献 41) 

37 卸売業 双日 特になし  引用文献 42) 

38 卸売業 伊藤忠商事 海外赴任者への感染症予防情報提供

（HIV 含む）、フィリピンのグループ会

社 Dole Philippines 社が HIV/AIDSを

含む世界三大感染症の対策プログラム

を地域住民向けに実施 

 引用文献 43) 

39 卸売業 丸紅 具体的な実施内容についての記載なし HIV/エイズ、結核、マラリアが深刻

な問題となっている国もあり、海外・

国内の感染症について適時適切に対

応 

引用文献 44) 

40 卸売業 豊田通商 アフリカで働く従業員・家族向けに

HIV やマラリアに対する予防、検査、

治療を実施、地域社会への貢献として

世界三大感染症に関する啓発活動や予

防活動を実施。保健機関の支援や HIV

で孤児となった子どもたちの支援 

 引用文献 45) 

41 卸売業 キヤノンマーケティングジ

ャパン 

海外への出張者および出向者に対し、

渡航前に HIV、マラリアを含む感染症

について教育 

 引用文献 46) 

42 小売業 丸井グループ 特になし  引用文献 47) 

43 銀行業 しずおかフィナンシャルグ

ループ 

特になし  引用文献 48) 

44 証券、商品先物取引業 大和証券グループ本社 特になし  引用文献 49) 

45 証券、商品先物取引業 野村ホールディングス 特になし 1994 年に制定した既存のガイドラ

インを 2006 年 4 月に「HIV 感染者

についての基本方針」として改定。

引用文献 50) 



企業として差別・偏見をなくし、人

権の保護に一層努力することを明

記。 

46 保険業 第一生命ホールディングス TAL（豪州子会社）で HIV 陽性のお客

様向け引受ガイドラインを作成・更新、

国立国際医療研究センターと感染症に

関する情報提供について包括的連携協

定を締結 

 引用文献 51) 

47 その他金融業 ジャックス 特になし  引用文献 52) 

48 不動産業 野村不動産ホールディング

ス 

特になし  引用文献 53) 

49 サービス業 ディー・エヌ・エー 特になし  引用文献 54) 

50 サービス業 H.U.グループホールディン

グス 

特になし 人権・労働に関するアセスメント項

目に、HIV/エイズ感染者への差別を

挙げている 

引用文献 55) 

51 サービス業 ユーピーアール 特になし  引用文献 56) 

52 サービス業 アドバンテッジリスクマネ

ジメント 

特になし   引用文献 57) 

 
 


